
事 務 連 絡 

令和 3 年７月１３日 

市内各事業所、施設管理者様 

 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課長 

 

基準条例改正等に伴う対応状況の確認について（依頼） 

 

日ごろから本市障害福祉行政に御尽力賜り、誠にありがとうございます。 

さて、標題の件について、令和 3 年度に国の省令の変更とともに本市基準条例が改正さ

れました。改正点は多岐にわたり、中には経過措置が設けられるなど対応に準備が必要なも

のも含まれています。 

利用者、従業者が各事業所、施設において安心、安全にすごすための基準改正であり、猶

予期間内に対応できないという事態が起こらないよう、川崎市として対応状況を定期、随時

に確認することとしました。 

つきましては、別紙「令和 3 年基準条例改正に伴う対応状況の確認について」により、対

応状況を報告願います。報告の提出は、集団指導参加時に出席票に添えて提出願います。な

お、報告がない場合は指導の対象となる場合があります。 

別途依頼している非常災害対策の取組に関する調査についても併せて御報告をお願いい

たします。 

 

 

 

（事業者指導担当） 

電話 ０４４－２００－００８２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和3年基準条例改正に伴う対応状況の確認について    （別紙） 

令和  年  月  日 

運営法人名：  

サービス及び事業所名： 

管理者氏名： 

担当者氏名： 

電話番号： 

 標題の件について次のとおり回答いたします。 

１ 感染症対策等の強化 （３年間の準備期間あり） 

基

準 

条令、解釈通知等の内容 規定 
対応状況 

管

理 

〇設備、飲用水の衛生上必要な措置 

〇医薬品、医療機器の適正な管理 

・従業者の感染予防のため手指洗浄設備 

・使い捨て手袋等備品を備える 

従前から 

義務 
□周知のみ □見直し予定 

□検討中  □問題なし 

□その他（       ） 

予

防

措

置 

・必要に応じ保健所の助言、指導を求め、

連携を保つ 

・通知に基づくインフルエンザ、腸管出血

性大腸菌感染症、レジオネラ症対策の措置 

従前から

努力義務 
□周知のみ □見直し予定 

□検討中  □問題なし 

□その他（       ） 

児

入

所 

〇利用者の入浴又は清拭の実施 従前から 

義務 

□周知のみ □見直し予定 

□検討中  □問題なし 

□その他（       ） 

委

員

会 

〇幅広い職種により構成 

〇構成メンバーの責務及び役割分担の明確化 

〇専任の感染対策担当者を決める 

〇定期的（おおむね３月に１回以上）、随時

開催 

新設 

（義務） 

□対応済み □周知済みで検討

中  

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

指

針 

〇平常時の対策及び発生時の対応を規定 

 

新設 

（義務） 

□対応済み □周知済みで検討

中  

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

研

修 

〇指針に基づいたプログラムの作成 

〇定期的な教育（年２回以上） 

〇新規採用時には必ず研修を実施 

〇研修の実施内容について記録する 

新設 

（義務） 

□すべて満たし対応可能 

□義務化を周知のうえ検討中 

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

訓

練 

〇定期的（年２回以上）に訓練（シミュレー

ション）開催 

〇事業所内の役割分担の確認 

〇訓練は机上及び実地で実施するものを適切

に組み合わせながら実施 

新設 

（義務） 

□すべて満たし対応可能 

□義務化を周知のうえ検討中 

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

「対応状況」の欄にチェック

や（  ）の中に記載してく

ださい。 



２ 身体拘束等の適正化 （１年間の準備期間あり） 

基

準 

条令、解釈通知等の内容 規定 
職場における対応状況 

禁

止 

利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束その他行動制

限行為は禁止であること 

従前から 

義務 

周知方法（       ） 

周知頻度（年   回程度） 

その他（        ） 

①

記

録

等 

○個別支援計画への※態様及び時間、緊急やむ

を得ない理由の記載  

※例えば、「支援者が自分の体で利用者を抑える」「自分

の意思で開けることのできない居室等に隔離する」 

従前から 

義務 
□周知のみ □見直し予定 

□検討中  □問題なし 

□その他（       ） 

○身体拘束等を行う場合、態様、時間、緊急や

むを得ない理由その他必要な事項の記録 

※運用上、個別支援計画に記載があれば、記録には詳細な

記載は必須ではない。 

□周知のみ □見直し予定 

□検討中  □問題なし 

□その他（       ） 

②

検

討

委

員

会 

〇幅広い職種により構成 

※第三者、専門家の活用が望ましい。 

 

新設 

（義務） 

□対応済み □周知済みで検

討中  

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

〇構成メンバーの責務及び役割分担の明確化 

 

□対応済み □周知済みで検

討中  

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

〇専任の適正化対応策担当者を決める □対応済み □周知済みで検

討中  

□これから周知し検討する 

□その他（        ） 

補足 

・少なくとも 1年に 1回開催 

・虐待防止委員会と一体的に運営も可 

 

③

指

針 

定める必要がある事項 

〇身体拘束等の適正化に関する基本的考え方 

〇検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

〇適正化のための職員研修に関する基本方針 

〇発生事例の報告方法等の方策に関する基本方針 

〇身体拘束等発生時の対応に関する基本方針 

〇指針の閲覧に関する基本方針 

〇その他必要な事項 

新設 

（義務） 

□策定済み 

□策定の義務化を周知済み 

□周知済みで作成に向けて検

討中 

□これから周知し検討する 

□その他（        ） 

ポ

イ

ン

ト 

・身体拘束等を報告するための様式の整備 

・従業者は身対拘束等の発生毎にその状況、背

景等を記録し様式に従い報告 

・委員会で報告事例を集計、分析する。 

 



令和４年４月から、①～④いずれかを満たしていない場合、基本報酬を減算する。（身体拘束廃止未実

施減算５単位／日） 

現行、訪問系サービスを除き、①が減算要件 

 

  

・分析に当たり発生時の状況を分析し発生原

因、結果等をとりまとめ、事例の適正性と適

正化策を検討する。 

・事例と分析結果を従業者に周知徹底する。 

・適正化策の検証をする。 

④

研

修 

〇適正化の基礎的内容等適切な知識を普及、啓発 

〇指針に基づき適正化の徹底を図る 

〇指針に基づいた研修プログラムを作成 

〇定期的な教育（年１回以上） 

〇新規採用時には必ず研修を実施 

〇研修の実施内容について記録する 

※虐待防止に関する研修の中で取り扱っても差し支えない 

新設 

（義務） 

□すべて満たし対応可能 

□義務化を周知のうえ検討中 

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 



３  虐待防止のさらなる推進  （１年間の準備期間あり） 

基

準 

条令、解釈通知等の内容 規定 
対応状況 

禁

止 

虐待の禁止 従前から

禁止 

周知方法（       ） 

周知頻度（年   回程度） 

□その他（        ） 

虐

待

防

止 

委

員

会 

〇幅広い職種により構成 

※利用者、家族、第三者を加えることが望ましい。 

新設 

（義務） 

□対応済み □周知済みで検討

中  

□これから周知し検討する 

□その他（         ） 

〇構成メンバーの責務及び役割分担の明確化 

※委員会の役割は、虐待の未然防止や虐待事案発生時の検

証や再発防止策の検討等 

□対応済み □周知済みで検討

中  

□これから周知し検討する 

□その他（         ） 

〇サービス管理責任者等専任の虐待防止担当者を

決める（必置） 

 

□対応済み □周知済みで検討

中  

□これから周知し検討する 

□その他（         ） 

補足 

・少なくとも 1年に 1回開催 

・法人単位、身体拘束検討委員会と一体運営も可 

 

指

針 

定める必要がある事項 

〇虐待（不適切対応事例含む）防止に関する基本

的考え方 

〇委員会その他施設内の組織に関する事項 

〇職員研修に関する基本方針 

〇発生事例の報告方法等の方策に関する基本方針 

〇虐待発生時の対応に関する基本方針 

〇指針の閲覧に関する基本方針 

新設 

（義務） 

□策定済み 

□策定の義務化を周知済み 

□周知済みで作成に向けて検討

中 

□これから周知し検討する 

□その他（         ） 

ポ

イ

ン

ト 

・虐待発生時の報告するための様式の整備 

・従業者は虐待等の発生毎にその状況、背景等

を記録し様式に従い報告 

・委員会で報告事例を集計、分析する。 

・分析に当たり発生時の状況を分析し発生原

因、結果等をとりまとめ、再発防止策を検討

する。 

・事例と分析結果を従業者に周知徹底する。 

・防止策の検証をする。 

 



 

 

４ ハラスメント対策の強化  

条令、解釈通知等の内容 規定 対応状況 

○職場におけるハラスメントの内容及びハラスメン

トを行ってはならない旨の方針の明確化、周知、啓

発 

 

新設 

（義務） 

□対応済み □改正内容を周

知済みで検討中  

□これから周知し検討する 

□その他（        ） 

○相談に対応する担当者等、窓口をあらかじめ定め従

業者に周知 

 

□対応済み □改正内容を周

知済みで検討中  

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

○顧客等からの著しい迷惑行為防止のため、事業主が

講じることが望ましい取組み（相談に応じる体制整

備、被害者への配慮、被害防止のための取組み） 

□対応済み □改正内容を周

知済みで検討中  

□これから周知し検討する 

□その他（       ） 

 

５ 重要事項の備え付け  

条令、解釈通知等の内容 規定 対応状況 

①運営規程の概要、従業者の勤務の体制（＝職種、

常勤・非常勤別の人数の掲示）、（協力医療機関）、

その他サービスの選択に資する重要事項等の掲示 

従前から 

義務 

□対応済み □改正内容

を周知済みで検討中  

□これから周知し検討する 

□その他（      ） 
②上記掲示物の備え付けとかつこれを自由な閲覧

により掲示に代えること 

新設 

（できる規定） 

 

６ テレビ会議等の活用 

 

研

修 

〇適正化の基礎的内容等適切な知識を普及、啓発 

〇指針に基づき適正化の徹底を図る 

〇指針に基づいた研修プログラムを作成 

〇定期的な教育（年１回以上） 

〇新規採用時には必ず感染対策研修を実施 

〇研修の実施内容について記録する 

※施設内で行う職員研修及び協議会、基幹相談支援センタ

ー等が実施する研修に事業所従業者が参加しても差し支

えない。 

新設 

（義務） 

□すべて満たし対応可能 

□義務化を周知のうえ検討中 

□これから周知し検討する 

□その他（        ） 

条令、解釈通知等の内容 規定 対応状況 

支援計画の作成のための会議等について、テレ

ビ電話等を活用した会議等での開催を可とする。 

ほか、感染対策員会、身体拘束適正化委員会で

も活用可能。 

新設 

（できる規定） 

□周知済み  

□これから周知する 

□その他（      ） 



条例、解釈通知 

サービス 基準条例等 解釈通知 

障害福祉サービ

ス 

○川崎市指定障害福祉サービスの事業

等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例（平成 24 年 12 月 14 日条例

第 69 号） 

○川崎市障害福祉サービス事業の設備

及び運営の基準に関する条例（平成 24

年 12 月 14 日条例第 68 号） 

障害者の日常生活および社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営

に関する基準について(平成 18年 12月 6日

障発第 1206001 号) 

障害者支援施設 ○川崎市指定障害者支援施設の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例 

（平成 24 年 12 月 14 日条例第 71 号） 

○川崎市障害者支援施設の設備及び運

営の基準に関する条例（平成 24 年 12

月 14 日条例第 70 号） 

障害者の日常生活および社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定障害者

支援施設等の人員、設備及び運営に関する

基準について（平成 19 年 1 月 26 日障発第

0126001 号） 

計画相談支援 障害者の日常生活および社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指

定計画相談支援の事業の人員及び運営

に関する基準（平成 24 年 3 月 13 日厚

生労働省令第 28 号） 

障害者の日常生活および社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定計画相

談支援の事業の人員及び運営に関する基準

について（平成 24 年 3 月 30 日障発第 0330

第 22 号） 

地域相談支援 障害者の日常生活および社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指

定計画相談支援の事業の人員及び運営

に関する基準（平成 24 年 3 月 13 日厚

生労働省令第 27 号） 

障害者の日常生活および社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定地域計

画相談支援の事業の人員及び運営に関する

基準について（平成 24 年 3 月 30 日障発第

0330 第 21 号） 

障害児通所支援 川崎市指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例 

（平成 24 年 12 月 14 日条例第 54 号） 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準につい

て（平成 24 年 3 月 30 日障発 0330 第 12

号） 

障害児入所施設

等 

〇川崎市指定障害児入所施設等の人

員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成 24 年 12 月 14 日条例第 55

号） 

〇川崎市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例（平成 24 年 12 月

14 日条例第 56 号） 

児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等

の人員、設備及び運営に関する基準につい

て（平成 24 年 3 月 30 日障発 0330 第 13

号） 

障害児相談支援 児童福祉法に基づく指定障害児相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準

（平成 24年 3月 13日厚生労働省令第

29 号） 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の

事業の人員及び運営に関する基準について

（平成 24 年 3 月 30 日障発 0330 第 23 号） 



 


